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はじめに

１． プラン策定の趣旨

宮城県では，「宮城の将来ビジョン」に掲げる「富県宮城の実現」に向けて，平成

１８年に「みやぎ国際戦略プラン」を新たに策定して，本県の経済グローバル化と国

際的知名度の向上に取り組んできました。

さらに，平成２３年３月に発生した東日本大震災からの復興を図るため，同年４月

に「宮城県震災復興基本方針」を示すとともに，同年１０月に「宮城県震災復興計画」

を策定し，本県を襲った未曾有の大災害から県民と力を合わせて復興を成し遂げるべ

く取り組んでいるところです。

その一方で，本県を取り巻く環境は絶えず変化しており，国際情勢に目を転じると，

平成２０年には米国に端を発した金融不安と景気減速が顕在化し，また，原油や食物

価格の高騰，急激な為替変動，欧州における経済不安等によって目まぐるしく変動し，

先行きの不透明さに対する不安感は現在も払拭されていません。

このように不透明な国際情勢に対して迅速かつ柔軟に対応するためには，宮城が持

つ素晴らしい特色を十分に生かした国際戦略の策定が必要不可欠となります。

そこで，海外との交流の活発化による本県経済の活性化及び県勢の発展を目的とし

た「みやぎ国際戦略プラン（第３期）」（以下「第３期プラン」という。）を策定しま

した。

２． プランの位置づけ

第３期プランは，平成１８年１２月に策定し，平成１９年度から平成２１年度まで

を計画期間とする「みやぎ国際戦略プラン」（以下「第１期プラン」という。），平成

２２年３月に策定し，平成２２年度から平成２５年度までを計画期間とする「みやぎ

国際戦略プラン（第２期）」（以下「第２期プラン」という。）の後継計画です。

また，県政運営の基本方針である「宮城の将来ビジョン」の下，「富県宮城の実現」

を目指す本県の国際関連施策についての個別計画であるとともに，国際ビジネス及び

国際観光分野における「宮城県震災復興計画」の個別計画として位置づけています。

第３期プランは，県が関係者との意見交換や協議を重ねた上で策定しており，その

実行に当たっては，産学官が共通の目的意識を持って推進していきます。

３． プランの期間

第３期プランの期間は，「宮城の将来ビジョン」の第３期行動計画期間にあわせて

平成２６年度から平成２８年度までの３か年とします。

年度（平成） 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

宮城の将来ビジョン 第１期行動計画 第２期行動計画 第３期行動計画

みやぎ

国際戦略プラン
第１期プラン 第２期プラン 第３期プラン

※以降，原則として元号表記，年度表記とします。
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４． これまでの取組

宮城県では，第１期プラン及び第２期プランを策定し，海外との交流の活発化によ

る地域経済の活性化及び県勢の発展を目的として，「富県宮城の実現」に向けた取組

を実施してきました。

この間，社会の情勢は目まぐるしく変動しており，また，東日本大震災によって受

けた甚大な被害により，本県の事業も休止や変更を余儀なくされました。

しかし，このような厳しい経済状況の中でも，本県の国際戦略は，親善を基調とす

る友好交流から相互の地域活性化を重視した経済交流へと国際交流の軸足を移すと

ともに，ターゲットを絞り込み，民間企業や大学等と連携しながら行動するという一

つのスタイルを定着させてきました。

例えば，民間企業と行政等が連携して行う海外での展示・商談会は，東アジアを中

心に本県産品を海外に紹介する機会を提供する等，一定の成果を上げてきました。

また，外資系企業誘致の分野では，これまでの行政間交流の実績や東北大学等が有

する多くの指導的人材と世界的な研究成果等を背景として，米国や韓国等の企業と独

自の高い技術を有する本県企業とのビジネスマッチングが実現しました。

それと並行して，本県の知名度向上や地域づくりの観点から，これらの積極的な事

業展開を下支えする取組も着実に実施してきました。

国際協力の分野では，発展途上国等の人材育成を継続的に実施しており，海外研修

員を受け入れているとともに，近年では，海外からの要請を受けて本県の技術専門職

員を派遣しています。

また，本県では全国に先駆けて「多文化共生社会の形成の推進に関する条例」を制

定する等，外国人県民とともに暮らす社会づくりに取り組んでいます。

さらに，友好省州等との交流基盤を築き，良好な関係を維持・発展させてきたほか，

新たに本県が関係構築に取り組んできたニジェゴロド州（ロシア連邦）との交流は，

産学官が一体となった日本とロシア連邦との地域間交流のモデルとして評価されて

おり，今後の経済交流への展開が期待されています。

５． プランの目的

第３期プランは，第１期プラン及び第２期プランにおいて目的として掲げた「海外

との交流の活発化による本県経済の活性化及び県勢の発展」を継承するとともに，東

日本大震災により世界的に高まった本県の認知度等も活用しつつ，不透明な国際情勢

に対して迅速かつ柔軟に対応することを目指します。
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第１ 現状と課題

第２期プランに関する取組や進捗状況を踏まえ，以下に本県の現状と課題を整理しま

した。

１． 現状

（１） 東日本大震災等による県内企業の販路喪失

平成２３年３月に発生した東日本大震災や原発事故，そしてその風評等により，国

内の販路とともに，海外の販路についても縮小や喪失が顕著となっています。

また，中国や韓国では現在も厳しい輸入規制が継続されていることに加え，近年，

日中・日韓関係が厳しくなる中，海外商談会等が中止されるなど，県内企業の販路回

復・開拓が困難な状況が続いています。

その一方で，東南アジア地域では，着実な成長が続き，富裕層が急速に増加する傾

向にあるため，今後の新たな市場として成長が期待されています。

（２） 外資系企業誘致実績の不足

東日本大震災の被災地として本県の認知度は世界的に高まったものの，依然として

海外への情報発信力が強化できていない面があり，国内他地域のみならず，世界中の

国際都市を意識した外資系企業誘致競争において，これまでのところ，十分な誘致実

績にはつながっていません。

しかしながら，本県には，世界的に有名な東北大学をはじめとする優れた研究機関

や研究者，研究実績が存在し，これらの研究実績やアイデアを宮城県発の新技術や製

品へと発展していくことが期待されており，大きな強みとなっています。

また，震災復興特区や津波被害を対象とした補助制度等が新しく設定されたことに

より，外資系企業誘致に向けたインセンティブ（優遇措置）が充実しています。

（３） 豊富な国際協力の実績

本県は，昭和４８年から平成２５年度末までに４１か国２８２名の海外研修員を受

け入れているほか，農業土木分野等で技術専門職員を海外に派遣してきました。

このような技術協力は，独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）が実施する海外援

助において有償資金協力及び無償資金協力と並ぶ取組に位置づけられており，近年で

は地方自治体が持つ特長を活かした地域主導型の国際協力が期待されているほか，発

展途上国の貧困層を消費市場として捉え，企業が生活支援と収益性の両立に取り組む

例も見られます。

（４） 多文化共生の理念の浸透が不十分

本県では全国に先駆けて「多文化共生社会の形成の推進に関する条例」や「宮城県

多文化共生社会推進計画」を策定し，地域社会の対等な構成員として共に生きる社会

の形成を目指して，「意識の壁」，「言葉の壁」，「生活の壁」等，暮らしの中の様々な

場面に存在する困難を克服するための支援策を展開してきました。

本県住民のうち外国人の占める割合は０．６％と少数であり，かつ，散住型である
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（特定の地域に集中して居住していない）ことが本県における特徴となっていますが，

今後は，外資系企業の進出等に伴って外国人の居住者が増加する可能性があります。

このような中，多文化共生に関する理念が地域住民に十分に浸透しておらず，外国

人が長期的に居住するための環境の整備が求められています。

（５） 経済分野における交流成果の不足

本県では，これまでに友好省州をはじめとした海外自治体等との信頼関係を構築し，

良好な関係を継続するための取組を実施してきました。その結果，これらのネットワ

ークは，海外の自治体や政府機関にとどまらず，民間企業や関係団体，海外の大学へ

と広がっています。

しかしながら，経済分野における相互交流については，目に見える十分な成果を上

げるまでには至っていない状況にあります。

なお，近年，日中関係や日韓関係は緊張状態が続いていますが，地方自治体間や県

民同士による草の根レベルでの交流活動は継続的に実施しています。

２． 課題

（１） 新しい海外市場の開拓・拡大

これまで海外販路開拓・拡大の主要なターゲットとしてきた中国については，依然

として巨大市場として重要であるものの，成長の鈍化や労働コストの上昇，日本との

緊張関係の継続等のリスクも顕在化してきています。

このため，日本製品が積極的に受け入れられ，震災後，交流の機運が一層高まって

いる台湾を有力なマーケットとして設定するとともに，経済成長を背景に富裕層が急

速に増加傾向にある東南アジア地域にも積極的に販路開拓・拡大を進めていく必要が

あります。

また，震災によって国内外の販路を失った企業が少なくないことに加え，人口減少

による国内市場の縮小や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への対応により，海

外に販路を求める県内企業への支援が重要となります。このため，海外販路の開拓や

海外企業との取引に向け，海外情勢や貿易実務等の情報提供を通じて機運醸成を図る

とともに，商談・マッチング機会の提供や海外市場のニーズに対応する商品・製品開

発への支援等を継続的に実施していく必要があります。

（２） 強みを生かした外資系企業誘致

本県にとって大きな強みである，東北大学をはじめとする先進的な研究機関，優秀

な研究者やその研究実績を生かし，外資系企業の研究開発（Ｒ＆Ｄ）部門の誘致を図

る必要があります。

Ｒ＆Ｄ部門の誘致では，関連分野における県内企業の技術力を強化するとともに，

本県や東北大学等がこれまでに築いてきた海外との信頼関係を積極的に活用し，大学

と企業，または企業間同士の新たな関係構築を図る必要があります。

また，震災復興特区や津波被害を対象とした補助制度等の新たなインセンティブを

活用し，製造業やＩＴ産業もターゲットとした誘致活動を行うほか，既に国内進出済

の外資系企業を対象とした本県進出（二次進出）に向けた誘致を行う必要があります。
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（３） 特長を生かした国際社会への貢献

本県では，多くの海外研修員を受け入れているとともに，ＪＩＣＡとの協定に基づ

き，農業土木分野における本県技術専門職員をアフリカに派遣することで，国際社会

への貢献を実施してきました。今後も，本県の特長を生かした貢献を継続的に実施す

ることにより，さらに国際的な知名度を向上させ，また，親近感と信頼感の醸成を図

る必要があります。

また，発展途上国を将来的な魅力ある市場として捉えることにより，技術支援等の

一方向の協力関係だけではなく，経済交流を念頭に置いた双方向の国際交流へと発展

を図る必要があります。

（４） 外国人が住みやすい環境の整備

多文化共生に関する理念が県民に十分に浸透しているとはいえないため，外国人県

民と日本人県民との相互理解のための啓発活動を継続し，市町村等との協働の下，平

成２６年３月に策定した「第２期宮城県多文化共生社会推進計画」を着実に推進する

必要があります。

今後は，これまでの取組に加え，外資系企業や国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の

誘致実現に伴って外国人の居住者が増加する潜在的な可能性があることから，多言語

による情報提供や相談対応等の生活支援を充実し，誰もが住みやすい環境を整備する

必要があります。

（５） 着実な海外交流基盤の強化

経済分野における海外自治体等との相互交流については，目に見える十分な成果を

上げるまでには至っていない状況にあります。このため，友好省州をはじめとした海

外自治体等との信頼関係を一層強化するとともに，海外販路開拓や国際観光振興，空

港・港湾の利用促進にその信頼関係を活用する必要があります。

近年，日中関係や日韓関係は緊張状態が続いていますが，本県では友好省州等との

良好な関係を維持できています。このような時こそ，地方自治体間や県民同士による

草の根レベルでの交流活動を継続的に実施していく必要があります。

また，経済情勢等に左右されることなく，国際観光振興や産業基盤整備を着実に推

進するため，「第３期みやぎ観光戦略プラン」等の個別計画と連携を図りながら事業

を実施する必要があります。
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第２ 基本理念と施策展開

１． 基本理念  国際ブランド“ＭＩＹＡＧＩ”の確立による富県宮城の実現

２． 震災復興に向けた基本的な考え方

第３期プランでは，東日本大震災からの復興に向けて次の基本的な考え方を掲げるとと

もに，取組事業を「緊急的取組」，「戦略的取組」及び「継続的取組」の３つに大別し，早

期復興を目指してスピード感を持って施策に取り組みます。

３． 基本方針

（１） グローバル経済の促進

世界経済は，インターネット等に代表される情報通信インフラの普及，航空・海運をはじ

めとする物流ネットワークの発達及び国際金融の発展等により，国境にとらわれない地球規

模（グローバル）化が加速しており，本県もこの状況に対応すべく，グローバル経済の促進

を目指した取組を実施していきます。

（２） みやぎの国際的知名度の確立

本県の知名度は，東日本大震災によって世界的に高まったものの，県産食品等をはじめ，

依然として東日本大震災や原発事故による風評が払拭されていない分野も存在し，海外の販

路の縮小や喪失が顕著となっています。このため，風評払拭に向けて緊急的に取り組むとと

もに，引き続き，行政間交流や国際協力の推進等を通じて，国際的な知名度の確立に向けて

取り組んでいきます。

４． 施策と取組

（１） 施策展開の基本的な考え方

第３期プランでは，これまでに構築してきた海外自治体等との経済分野を中心とした交流

を活発化させることにより，「販路開拓・拡大」及び「外資系企業誘致」を大きな二本柱と

して，経済交流の視点をより重視した施策を展開していきます。また，対象地域を戦略的に

見直し，より実効性の高い事業を実施していきます。さらに，商品・エリア・ターゲットを

効果的に絞り込み，スピード感を持った施策展開による成功事例の早期創出を目指します。

また，震災で甚大な被害を受けた沿岸地域の産業再生を目的とした水産物・水産加工品の

輸出促進に取り組むとともに，復興特区制度等のインセンティブを活用して外資系企業等の

本県進出，県内企業との代理店契約や技術提携に取り組んでいきます。

第３期プランでは，施策をグローバル経済の促進に向けた施策（２項目）とみやぎの国際

的知名度の確立に向けた施策（３項目）に整理しています。

6

【震災復興に向けて第３期プラン中に掲げる基本的な考え方】

① 東日本大震災等による販路喪失と売上低迷からの回復を目的とした

新たな販路開拓と取引拡大により，復興を加速

② 外資系企業誘致等による新規雇用創出の実現

③ 本県の復興状況や風評払拭を積極的にＰＲ



●施策Ⅰ-１ 売れ続ける「しくみづくり」

国際情勢等を踏まえて県内企業の海外販路の回復・拡大を図るとともに，市場ニーズ

に基づいて県内企業の国際競争力を高める商品開発を支援しながら，輸出促進の機会を

創出します。

●施策Ⅰ-２ 出会いの「きっかけづくり」

震災による知名度上昇や復興特区制度等のインセンティブを活用し，外資系企業誘致

の研究開発（Ｒ＆Ｄ）部門に加え，製造業や IT産業等への働きかけを強化します。また，

震災を経験し，防災・減災に取り組む本県の安全性を強みとして，外資系企業の国内に

おける二次進出を促進します。

●施策Ⅱ-１ みやぎを継ぐ「ひとづくり」

本県の特長を生かした貢献により，国際的知名度の向上，経済分野を重点とした双方

向の国際交流への発展を図ります。

●施策Ⅱ-２ 暮らしやすい「まちづくり」

啓発事業等を通して，外国人県民が安全安心に暮らせる多文化共生を進めることで，

高度人材を含む外国人県民が長期的に暮らせる環境を整備します。

●施策Ⅱ-３ 交流を育む「架け橋づくり」

海外自治体等との信頼関係を活用し，海外販路開拓や国際観光振興，空港・港湾の利

用を促進することにより，ヒト・モノ・にぎわいの創出実現を図ります。

（２） 取組の基本的な考え方と目標

具体的な施策展開にあたっては，対象とする国・地域や分野の状況を考慮し，以下の６

つの取組を有機的に組み立てた戦略的な事業を展開します。

取組Ⅰ-1 本県企業の海外販路開拓・拡大 【１０ページ】

取組Ⅰ-2 外資系企業の本県進出・活動促進 【１２ページ】

取組Ⅱ-1 国際協力活動の推進 【１４ページ】

取組Ⅱ-2 多文化共生社会の形成の推進 【１６ページ】

取組Ⅱ-3-1 海外との交流基盤の強化 ～友好省州等との関係強化～ 【１８ページ】

取組Ⅱ-3-2 海外との交流基盤の強化 ～観光振興・空港港湾利用促進～ 【２０ページ】
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富県宮城の実現
－ 県内総生産１０兆円への挑戦 －

国際ブランド“ＭＩＹＡＧＩ”
の確立による富県宮城の実現

グローバル経済の促進に向けた施策

・世界に貢献するＭＩＹＡＧＩ

・ＢＯＰビジネス等への参入機運の高まり

・友好関係を活用した経済連携強化

・観光客等のヒトの流れの創出

・空港・港湾を活用したモノの流れの創出

宮城県

ネットワーク・緩やかな連携

ＭＩＹＡＧＩの魅力をさらに世界へＰＲ

＜販路開拓・拡大＞

◆台湾を重点地域に設定
◆東南アジア等を対象とした新たな取組
◆牽引役となるトップランナー企業の育成

＜外資系企業誘致＞

◆インセンティブ（復興特区制度,津波被害を対象
とした補助制度）の活用

◆ＭＩＹＡＧＩの知名度を活かした売り込み
◆誘致済企業や空港運営会社等の活用による新たな
企業誘致の実現

支える

国際協力

交流基盤強化

・外国人受け入れ体制のさらなる充実化

・グローバル経済に対応した環境整備
多文化共生

国 大学等 民間企業

市町村 県民 関係団体

基本理念に基づく施策展開のイメージ図
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みやぎの国際的知名度の確立に向けた施策

①震災等による販路喪失と売上低迷からの回復を目的とした

新たな販路開拓と取引拡大により，復興を加速

②外資系企業誘致等による新規雇用創出の実現

③本県の復興状況や風評払拭を積極的にＰＲ

震災復興に向けた基本的な考え方

目的： 海外との交流の活発化による本県経済の活性化及び県勢の発展



【目的】 海外との交流の活発化による本県経済の活性化及び県勢の発展

【基本理念】国際ブランド“ＭＩＹＡＧＩ”の確立による富県宮城の実現

外的要因

【震災復興に向けて第３期プラン中に掲げる基本的な考え方】

①東日本大震災等による販路喪失と売上低迷からの回復を目的とした

新たな販路開拓と取引拡大により，復興を加速

②外資系企業誘致等による新規雇用創出の実現

③本県の復興状況や風評払拭を積極的にＰＲ

●本県の特長を生かした

国際貢献を継続し，知

名度の向上を図る

●経済交流を念頭に置い

た双方向の国際交流へ

の発展を目指す

●多文化共生社会の推進

により，高度人材を含

む外国人県民が生活す

る環境を整える

●海外自治体等との信頼

関係を活用し，海外販

路開拓や国際観光振

興，空港・港湾の利用

促進を図る

●国際情勢に左右され

ず，友好省州等との良

好な関係を継続する

●マーケットを常に意識し，売れる商品作りと

情報発信を継続的に実施することで，国際ブ

ランド“ＭＩＹＡＧＩ”の確立を目指す

●外資系企業等の本県進出や県内企業とのビジ

ネスマッチングをさらに促進する

●インセンティブツアー，教育旅行を含むイン

バウンド観光を振興する

●空港・港湾の利用促進により，ヒト・モノ・

にぎわいの創出実現を図る

●震災で甚大な被害を受けた沿岸地域の産業再生に

向けて，水産物・水産加工品の輸出促進に取り組む

●輸出再開や新規取引の実現を目指し，風評払拭に向

けて本県の復興状況を積極的にＰＲする

●復興特区制度等のインセンティブを活用する

（外資系企業等の本県進出や県内企業とのビジネス

マッチングに取り組む）

●外国人向け復興ツーリズムの推進・定着により，外

国人観光客数の早期回復を目指す

東日本大震災の発生

輸入規制の長期化，外国人観光客の減少 東アジア(中国,韓国)との緊張状態の継続

急激な円高の緩和傾向

国際的知名度の向上につながる大規模イベント等の開催
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戦略的取組 継続的強化

緊急的取組

震災復興に向けた施策展開のイメージ



取組Ⅰ－１ 本県企業の海外販路開拓・拡大

■これまでの取組

本県では，第２期プラン及び「農林水産物等輸出基本方針」に基づき，中国，台湾，

香港等の有力なマーケットを中心として，平成１５年度から平成２５年度までに海外８

都市で５１回の海外商談会や見本市を実施し，海外販路の開拓・拡大に継続的に取り組

むとともに，市場ニーズの把握に努めてきました。

東アジア地域に対しては，台湾と経済交流促進を目的に平成１８年に締結した「国際

協力協定書」を平成２２年９月に更新し，関係を強化するとともに，平成２４年に香港

に設置された北海道・東北８道県共同の協力ショップにおいて，県産品のＰＲを実施し

てきました。また，米国に対しては，友好関係にあるデラウェア州において仙台味噌を

用いた醸造品販路拡大事業を実施したり，サンフランシスコから料理人を招へいして県

内企業とのマッチングを行いました。さらに，ロシアに対しては，県内企業と大手商社

等の民間企業を主体として設立された「みやぎロシア貿易促進コンソーシアム（現：み

やぎ東北貿易促進コンソーシアム）」を活用し，人的交流を通じた相互連携を強化する

など，経済交流促進を目指した地域間の関係を強化してきました。

■取組の基本的な考え方

この取組では，現在の国際情勢等を踏まえ，巨大市場である中国を中心とした取組に

加えて本県との交流が活発で成果が期待できる台湾及び将来的な有望市場と見込まれ

る東南アジア地域をターゲットとし，市場のニーズの把握に努めながら取組を強化しま

す。取組にあたっては，東日本大震災等によって甚大な被害を受けた県内沿岸部の復興

のための緊急的・戦略的な取組として，被災地として上昇した本県の国際的知名度も効

果的に活用しながら実施することとし，販路開拓に向け，海外から本県を訪れる観光客

等を対象とした県産品ＰＲや販売，さらに海外に在住する本県ゆかりの方々を通したＰ

Ｒにも取り組んでいくこととします。

また，国が推進する「ジャパン・ブランド」の強化及びプロモーションの事業等と連

携するとともに，東北地域全体での連携によるスケールメリットを活用しながら，「日

本 ＝ ＭＩＹＡＧＩ」の定着に向けた取組を継続的に実施していきます。

なお，食品については，農林水産省が平成２５年に「農林水産物・食品の国別・品目

別輸出戦略」を策定し，農林水産物・食品の輸出額を２０２０年（平成３２年）までに

１兆円規模に拡大するビジョンを掲げてオールジャパンでの輸出を促進していること

やユネスコ世界文化遺産に「和食；日本人の伝統的な食文化」が登録されたことを踏ま

えて事業に取り組むこととしてします。

■目標及び個別プロジェクト

（１）目標

目標指標 平成25年度当初（現在値） 平成 27 年度末（目標値）

海外へ紹介した本県産品等品目数 １７８商品 １６５商品

海外企業との年間成約件数 １２件 ３２件

（２）個別プロジェクト

①台湾輸出拡大プロジェクト 【２４ページ】
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※海外へ紹介した本県産品等品目数の現在値は，震災支援事業等に
より大幅増となっています。（県等の事業をきっかけとした数値）



②東南アジア販路開拓プロジェクト 【２６ページ】

③香港輸出促進プロジェクト 【２８ページ】

④水産物・水産加工品の輸出促進プロジェクト 【３０ページ】

⑤原発事故風評払拭プロジェクト 【３２ページ】

⑥中国販路開拓・輸出促進プロジェクト（大連・上海） 【３４ページ】

⑦韓国輸出促進プロジェクト 【３６ページ】

⑧米国輸出促進プロジェクト 【３８ページ】

⑨ロシア販路開拓プロジェクト 【４０ページ】

⑩グローバルビジネス支援プロジェクト 【４２ページ】

■展開方針

□効果的な事業展開を図るため，本県の海外事務所の活用はもとより，グローバル

ビジネスアドバイザー（ＧＢＡ）による専門的な相談事業を継続的に実施するこ

とに加え，海外に拠点を持つ独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）や自治

体国際化協会（ＣＬＡＩＲ），在外公館等の関係機関との連携をさらに強化し，牽

引役となるトップランナー企業の育成を実施していきます。

□県内企業の国際競争力を高めるため，商社等の関係機関と連携して市場ニーズに

基づいた商品開発を支援しながら，海外誘客事業との連携や海外自治体等との交

流関係，スケールメリットの活用により輸出促進の新たな機会を創出します。

11

グローバルビジネス
アドバイザー

企業活動支援
（情報提供，マッチング）

国内アドバイザー18 名
海外アドバイザー 5名

４

２
３

⑤東南アジア

・企業マッチングに

向けたミッション

団派遣

・セミナー開催

⑥米国

・食材イベント等
の開催

・企業マッチング
・企業掘り起こし

⑦ロシア

ハバロフスク商談会

参加： 14社
商談： 78件

ニジェゴロド商談会

参加：  9 社
商談： 68件

①中国

大連商談会
参加：  110 社
商談：1,383 件

東北宮城フェア
参加：  144 社
商談：3,992 件

②台湾

国際食品見本市
日台企業商談会

参加： 42 社
商談：1,880 件

セミナー開催
バイヤー招へい

③香港

見本市
バイヤー招へい他

参加： 43 社
商談： 495 件

④韓国

国際食品見本市

参加： 27 社
商談： 288 件

７

１ ６

５



取組Ⅰ－２ 外資系企業の本県進出・活動促進

■これまでの取組

本県では，平成１９年度から平成２８年度までの１０年間を計画期間とした「宮城の

将来ビジョン」の中で，富県宮城の実現に向けて製造業の誘致と育成に取り組んでいま

す。このビジョンに基づき，欧米諸国を中心とした有望企業の発掘とビジネスマッチン

グを累次にわたり実施しました。また，外資系企業の立地プロセスに沿って，協業契約

及び代理店契約，共同研究等の実施，企業の日本進出・法人設置等へと段階的に展開す

ることを目指し，本県が培った人的ネットワークを通じて外国企業の掘り起こしを行い，

本県進出の足がかりとなるビジネスマッチングを実施するとともに，法人設置等に向け

た活動を支援してきました。

東日本大震災後は，企業・団体から県内への拠点進出に関する問い合わせが大幅に増

加しており，また，国内他地域にはない民間投資促進特区等のインセンティブが充実し

ていることから，本県の投資環境は大きく変化しています。このような中，これまでに

国内外で投資環境プレゼンテーションや企業訪問を行うとともに，平成２４年度には英

語による新たなウェブサイトの構築やパンフレット作成を実施し，本県投資環境のＰＲ

に継続的に取り組んできました。

■取組の基本的な考え方

震災復興特区や津波被害を対象とした補助制度等の新たなインセンティブや本県の

強みである自動車や半導体といったグローバル企業を核とした産業集積や防災対策等

の優位性を積極的に発信し，製造業やＩＴ産業もターゲットとした誘致活動を積極的に

行うほか，既に国内進出済の外資系企業を対象とした本県進出（二次進出）に向けた誘

致を図ります。

また，本県にとって大きな強みである，東北大学をはじめとする先進的な研究機関，

優秀な研究者やその研究実績を生かし，外資系企業の研究開発（Ｒ＆Ｄ）部門の誘致活

動を行います。

そのため，東北大学等との連携によって関連分野における県内企業の技術力を強化す

るとともに，本県や東北大学等がこれまでに築いてきた海外との信頼関係を積極的に活

用し，大学と企業，または企業間同士の新たな関係構築を図ります。

■目標及び個別プロジェクト

（１）目標

目標指標 平成25年度当初（現在値） 平成27年度末（目標値）

本県に進出した外資系企業件

数（累計）
７件 １４件

（２）個別プロジェクト

①海外企業とのビジネスマッチング促進プロジェクト 【４４ページ】

②外資系企業の国内二次進出誘致プロジェクト 【４６ページ】
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※この取組では外資系企業誘致を新規雇用創出につなげることを目指しますが，具体的な雇用
創出数は誘致規模や形態によることから，「本県に進出した外資系企業件数」を数値目標と
しています。



■展開方針

□ビジネスマッチングを継続的に実施し，海外企業との情報交換を通じてニーズの

把握に努めることに加え，ジェトロ，在外公館や商工会議所等の海外ネットワー

クを活用して，本県への投資に意欲のある外資系企業の掘り起こしを行います。

□より広範な企業に対して本県進出への検討を促すため，国内で実施される国際産

業見本市等に出展している企業ブースの訪問や投資環境セミナー開催，さらに，

本県への視察ツアー実施や国連防災世界会議などの国際会議を通じて，本県の投

資環境を周知します。

□専用ウェブサイトのコンテンツを充実させ，外資系企業誘致に向けてタイムリー

な情報発信を行います。

□外資系企業誘致によって拡大した交流人口を活用して，県産品や住みやすい環境

をＰＲすることにより，販路拡大や海外誘客促進等へつなげていきます。

13

国内進出済の外資系企業を対象とした本県進出（二次進出）誘致

・国内進出済の外資系企業が立地する東京を中心に企業訪問・セミナーで

のＰＲを展開し，大規模災害時のバックアップ機能を想定した二次的な

活動拠点としての優位性を大きな柱として PRします。

・海外ネットワーク（大使館，商工会議所，ジェトロ，キーパーソン等）

を活用し，本県進出に関心のある企業を発掘します。

１

２ ４

５

①英国

海外居住グローバ
ルビジネスアドバ
イザーを通じた企
業マッチング

②イタリア

・ピエモンテ州，ト
リノ工科大学との
連携

・イタリア企業との
ナノテクセミナー

③米国

・米国企業への共
同研究の提案

・海外経済ミッシ
ョン団の受入に
よるマッチング

④韓国

・駐仙台大韓民国
総領事館との連
携

・県ソウル事務所
の活用

⑤台湾

・中華民国工商協
進会

・台日産業連携推
進 オ フ ィ ス
（TJPO）

３



取組Ⅱ－１ 国際協力活動の推進

■これまでの取組

本県では，これまでにＪＩＣＡが実施する草の根技術協力事業（中国吉林省：農業か

んがい，環境，医療等）に取り組んできたほか，数多くの海外研修員を受け入れるなど，

国際社会のニーズに応じた協力を継続的に実施して，国際貢献に取り組んできました。

また，新たな取組として，平成２２年にＪＩＣＡとの間で締結した「みやぎ国際協力

隊プロジェクト」の実施に関する合意書に基づき，本県農業土木技術職員をマラウイ共

和国へ派遣しており，マラウイ共和国政府との強い信頼関係を構築しております。

さらに，第５回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅴ），世界防災閣僚会議やＩＭＦ世界

銀行防災会合等のために訪日した各国要人の県内現地視察を積極的に受け入れて，東日

本大震災からの復興状況の周知に取り組んできました。

近年は，年間所得３，０００ドル以下のＢＯＰ（Base of the economic Pyramid）層

（約４０億人）を対象としたビジネスが，発展途上国の貧困削減と援助企業の利益創出

を両立させる国際協力のあり方として注目されており，本県においても経済交流につな

がり得る双方向の国際交流への発展を目指した取組を実施してきました。

■取組の基本的な考え方

この取組では，経済交流の促進に向けて，これまで友好関係を築いてきた国・地域を

中心に研修員等を受け入れ，国際協力活動を継続的に実施しながら，将来的に販路開拓

等への展開を図ります。

また，ＪＩＣＡ等と連携した本県技術職員の海外技術協力事業への継続的な派遣や震

災復興の経験を踏まえた復興モデルの海外発信により，職員の国際経験等の向上及び世

界に貢献する「ＭＩＹＡＧＩ」の国際的知名度や評価の向上を図ります。

こうした国際協力は，必ずしも即効性のある経済的効果が表れる分野ではないものの，

継続的に取り組むことによって，現地に「親宮城」の人材が育成されることに加え，ネ

ットワーク構築等の効果が期待できることから，ＢＯＰビジネス等の将来的な経済交流

への発展を見据えながら取組を展開します。

■目標及び個別プロジェクト

（１）目標

目標指標 平成25年度当初（現在値） 平成27年度末（目標値）

研修員受入数 １８人 ２９人

ＢＯＰビジネス構築件数（累計） ０件 ２件

（２）個別プロジェクト

①海外研修員受入プロジェクト 【４８ページ】

②みやぎ国際協力隊プロジェクト 【５０ページ】

③みやぎＢＯＰビジネス促進プロジェクト 【５２ページ】
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※研修員受入数は，第２期プラン（平成 22 年度）からの累計値



■展開方針

□これまでの交流をベースとして，中国・吉林省やロシア・ニジェゴロド州等から海外研

修員を受け入れ，将来的な経済交流を見据えた人的ネットワークの強化を図ります。

□ＪＩＣＡと連携し，マラウイ共和国へ本県農業土木技術職員を派遣するとともに，当該

国からの研修員の受入や派遣職員のサポートを行うなど，効率的な事業展開を図りま

す。

□ＢＯＰビジネスの構築を目指して活動している県内企業を支援します。また，県内企業

の当該ビジネス参入に向け，情報収集を実施します。

□ＪＩＣＡ等と協力して，青年海外協力隊等の帰国後のフォローアップを目的としたアン

ケートや意見交換会の実施を模索し，人材育成や新たなニーズ発掘に努めます。

□ＪＩＣＡ草の根技術協力事業として採択された「障がい者雇用を前提としたビジネスモ

デル構築事業」等，県内企業・ＮＰＯ法人が取り組む先進的な事業を適切に支援し，双

方向の国際交流に向けた重層的な取組を実施します。

15

④ＪＩＣＡ事業との連携

ＪＩＣＡ草の根技術協力（地域経済活性化特別枠）事業として採択され，県内事業

主体が取り組む事業を適切に支援します。

対象国：インドネシア，カンボジア，フィリピン，マラウイ，ベトナム

４

２

３

１

③アフリカ

マラウイ共和国

・本県技術専門職員
等の派遣

・ＪＩＣＡ事業等を
活用した海外研
修員の受入

②中国・吉林省

・海外研修員の受入
・友好県省を基盤と

した人的ネット
ワーク強化

①ロシア

ニジェゴロド州

・海外研修員の受入
・経済交流を目的と
した人的ネット
ワーク強化

・協定締結



取組Ⅱ－２ 多文化共生社会の形成の推進

■これまでの取組

社会経済のグローバル化に伴い，より豊かで活力のある地域づくりのためには，国

籍，民族等の違いにかかわらず，すべての県民の人権が尊重され，社会に参画できる

多文化共生社会の実現が求められます。

本県は，全国に先駆けて平成 19年に「多文化共生社会の形成の推進に関する条例」

を施行し，さらに平成 21年には「宮城県多文化共生社会推進計画」を策定しました。

この計画に基づき，県では，外国人県民の自立と社会活動参加を促進するため，理

念の啓発，日本語学習や日常生活の支援等，多文化共生社会の推進に取り組んできま

した。

県内の外国人の状況をみると，平成 15年以降 16,000 人前後で推移していた在留外

国人数は，東日本大震災後は約 14,000 人に減少しています。一方で，永住者等とし

て長期に居住する外国人県民は，震災後も増加を続けており，これらの外国人県民を

本県の国際施策を支える担い手として活用していく環境の整備が期待されます。

■取組の基本的な考え方

この取組では，平成 26年 3月に策定した「第２期宮城県多文化共生社会推進計画」

を着実に推進することで，多文化共生社会の形成に取り組んでいきます。

取組に際しては，県だけでなく国や市町村，事業者，県民，関係機関がそれぞれの

役割を分担しながら，広く連携して実施していきます。

東日本大震災の経験を踏まえ，緊急時にも外国人県民の安全安心を確保できるよう

日常から地域住民と一体感のあるコミュニティ形成を進め，地域での「共助」の体制

を構築します。

外資系企業やＩＬＣの誘致により外国人住民が増加することに備え，多文化共生社

会の形成を進め，教育や保健福祉等の生活面における支援を促進することで，外資系

企業進出により移住する外国人，研究者，留学生及び同行家族等にも住みやすい環境

を整備し，高度外国人材の活用につなげます。

さらに，留学生等に本県の魅力を周知し，帰国後も本県をＰＲする人材となっても

らうことを目指します。

■目標及び個別プロジェクト

（１）目標

目標指標 平成 25 年度（現在値） 平成27年度末（目標値）

多文化共生に係る啓発事業を

実施している市町村数
２市町村 １２市町村

（２）個別プロジェクト

①多文化共生「意識の壁」解消プロジェクト 【５４ページ】

②多文化共生「言葉の壁」解消プロジェクト 【５６ページ】

③多文化共生「生活の壁」解消プロジェクト 【５８ページ】

16



■展開方針

■在留外国人の出身国等

出典：法務省「在留外国人統計」

平成 24 年 12 月 31 日

2,352 人

その他

県内在留外国人総数 14,214 人

在留資格別（人）

永住者 4,414 技能実習 749

留学 2,496 人文知識・国際業務 415

特別永住者 2,112 教授 399

日本人配偶者等 1,220 定住者 366

家族滞在 1,020 その他 1,023

合計 14,214

②韓国・朝鮮

3,989 人

① 中国

5,461 人

⑤ベトナム

382 人

④アメリカ

536 人

⑦ タイ

256 人

⑥インドネシア

269 人

③フィリピン

969 人

□市町村や県国際化協会，市町村国際交流協会，ＮＰＯ等との連携の下，地域や学

校等，多様な場面において理念の啓発を行い，外国人県民の社会参画を促すこと

で外国人県民を含めた地域コミュニティの形成を目指します。

□「意識の壁」「言葉の壁」「生活の壁」を取り除き，外国人県民の生活環境を整え

ることで，留学生の県内定着や高度外国人材の活用の促進を図ります。

□「多文化共生社会推進連絡会議」を活用し，教育，保健医療福祉等，外国人県民

の生活に関わる分野からの意見聴取を行い，各分野での取組促進に反映します。
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３

２

５

１ ４

６

７



取組Ⅱ－３－１ 海外との交流基盤の強化 ～友好省州等との関係強化～

■これまでの取組

本県では，中国吉林省や米国デラウェア州との友好県省州締結に関する議定書に調印

し，海外自治体との友好関係を築くとともに，相互交流等を通じて継続的に地域間の連

携強化を行ってきました。近年は，台湾やロシア等との間で経済分野を中心にした交流

を活発化させており，これまでの友好交流に経済的要素を加えた新たな交流関係を構築

して，一定の成果を上げつつあります。

また，本県の海外拠点である大連事務所（中国）とソウル事務所（韓国）は，本県食

材プロモーションや国際観光展への出展等を通じて，現地での情報収集や本県企業支援

を実施してきました。

■取組の基本的な考え方

この取組では，本県がこれまで築いてきた海外自治体等との信頼関係の実績を踏まえ

て，友好交流や文化面での交流を継続しながら良好な関係の維持・強化を図るとともに，

経済的要素を中心とした国際交流への流れを促進させていきます。

また，本県企業の海外販路開拓・拡大や外資系企業誘致等に関する取組について，よ

り効果的な事業展開を図るため，本県の海外事務所はもとより，友好省州等との間でこ

れまでに築いてきたネットワークを活用するとともに，海外に拠点を持つジェトロや自

治体国際化協会（ＣＬＡＩＲ），在外公館等の関係機関との連携を一層強化して実施し

ます。

さらに，平成２５年度から平成２７年度まで実施中の慶長遣欧使節出帆４００年記念

事業や平成２７年に開催されるミラノ万博等を活用し，欧州での経済交流に向けた掘り

起こしを効率的に実施します。

■目標及び個別プロジェクト

（１）目標

目標指標 平成25年度当初（現在値） 平成27年度末（目標値）

企業等のマッチング件数

（延べ数）
４３件 ８５件

（２）個別プロジェクト

①中国吉林省との経済交流プロジェクト 【６０ページ】

②欧露ニジェゴロド州との経済交流プロジェクト 【６２ページ】

③米国デラウェア州との経済交流プロジェクト 【６４ページ】

④慶長遣欧使節出帆４００年記念事業・ミラノ万博プロジェクト 【６６ページ】
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■展開方針

□海外との交流を推進するに当たっては，友好省州をはじめとした海外自治体等や

県海外事務所のほか，海外に拠点を持つ独立行政法人日本貿易振興機構（ジェト

ロ）や自治体国際化協会（ＣＬＡＩＲ），在外公館等の関係機関との連携を強化す

ることで，交流基盤の強化を進めます。

□これまでに構築してきた友好関係を活用して，経済分野における相互交流を加速

し，海外販路開拓や輸出促進，国際観光振興，空港・港湾の利用促進等につなげ

ることを目指し，目に見える成果を上げることができるよう努めます。

19

１

６
２

７
８

５

①ロシア
ニジェゴロド州

・協力協定書
（H22.5）に基づく
経済分野での交流
の継続

⑥韓国

・駐仙台大韓民国総
領事館との連携

・県ソウル事務所の
活用

②米国
デラウェア州

・姉妹県州関係
・経済交流中心の

共同宣言書締結
（H24.12）

③イタリア

経済交流に向けた
掘り起こし（慶長遣
欧使節出帆 400 年
記念事業，ミラノ万
博の活用）

④スペイン

経済交流に向けた掘
り起こし（慶長遣欧
使節出帆 400 年記念
事業の活用）

⑤中国

・友好県省関係
・双方向の人的交流

の構築
・県大連事務所の活

用

⑦香港

・香港貿易発展局
・駐東京経済貿易代

表部

⑧台湾

・中華民国工商協進
会

・台日産業連携推進
オフィス（TJPO）

４ ３



取組Ⅱ－３－２ 海外との交流基盤の強化 ～観光振興・空港港湾利用促進～

■これまでの取組

観光振興については，海外に正確な観光情報を提供するためのマスコミ等の招請事業，

海外旅行博覧会等でのプロモーション活動を実施しました。また，外国人が本県を訪れ

やすくなることを目的として，外国人向け観光パンフレットの作成，無料 Wi-Fi 接続サ

ービス等の環境整備に取り組んできました。

仙台空港及びその周辺については，仙台空港アクセス鉄道や広域交通ネットワークの

充実により利便性が向上し，東北の拠点空港として重要性がさらに高まっており，平成

２５年度にはホノルル便が運航を再開するとともに，冬期にはバンコク便が新規就航し

ました。また，空港民営化に向けた着実な取組を維持し，グローバルゲートウェイの再

構築を目指して継続的に取り組んできました。

港湾については，平成２４年１０月に仙台塩釜港，石巻港，松島港の３港が統合し，

宮城のみならず東北全体の産業発展を支える国際海上物流拠点として，新たな国際拠点

港湾「仙台塩釜港」が誕生しました。その中で，仙台港区については，輸送効率の向上

やコスト削減，環境負荷の低減等の利用メリットをＰＲし，コンテナ貨物の集荷量増加，

定期航路の維持・新規就航に取り組んできました。

さらに，県海外事務所である大連事務所（中国）及びソウル事務所（韓国）と連携し

てエアポートセールス，ポートセールスを実施してきました。

■取組の基本的な考え方

この取組では，本県と海外との交流基盤を活用しながら，国際観光の振興，空港・港

湾の機能強化と利用促進につなげていきます。

国際観光の振興としては，国が取り組む「ビジットジャパンキャンペーン」や東北観

光推進機構等と連携し，親日国等からの教育旅行やインセンティブツアーを含め，海外

からの誘客促進に向け，ウェブサイトを活用した情報発信や案内板の多言語化等に積極

的に取り組みます。また，大規模国際会議等のＭＩＣＥ誘致を行うとともに，東京オリ

ンピックや大規模国際会議等で来県する賓客をとおした知名度向上に取り組みます。さ

らに，インバウンドによって拡大した交流人口を活用して，県産品や生活環境をＰＲす

ることにより，販路拡大等へつなげていきます。

仙台空港については，空港民営化による空港及び周辺地域への波及効果を目指した着

実な取組を実施します。また，物流拠点としての魅力をＰＲし，貨物の集積を図るとと

もに，空港の利用促進に向けたエアポートセールスに継続的に取り組んでいきます。

仙台塩釜港については全体の利活用を促進するとともに，仙台港区の物流拠点として

の魅力や優位性をＰＲし，コンテナ貨物の集荷を図ります。

また，県海外事務所の利点を活用して，現地の航空会社や船会社との関係維持や強化

を行うとともに，日中や日韓の良好な関係を構築し，発展させることを目指します。

■目標及び個別プロジェクト

（１）目標

目標指標 平成 25年度（現在値） 平成 27 年度末（目標値）

外国人観光客宿泊者数 ７５，０００人 １３４，０００人

仙台塩釜港コンテナ貨物

取扱量（実入り）

１４６,０３６.２５TEU

（H25 年末）

１６６，０００TEU

（H27 年末）
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（２）個別プロジェクト

①海外誘客促進プロジェクト 【６８ページ】

②仙台空港活性化プロジェクト 【７０ページ】

③港湾利用促進・機能強化プロジェクト 【７２ページ】

④国際物流拡大プロジェクト 【７４ページ】

■展開方針

□仙台空港の円滑な民営化を契機とする空港及び周辺地域の活性化実現に向けた環

境整備に取り組みます。また，就航路線の増加に向けたプロモーション活動を実

施します。

□荷主企業や船会社等を対象として，仙台塩釜港のポートセールス活動を継続的に

実施します。

□外国人観光客の増加を目指して，風評払拭，知名度向上，受入環境整備に向けた

取組を行うとともに，有望市場の開拓や大規模国際会議等のＭＩＣＥ誘致を行い

ます。
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３４

①ソウル，釜山他
（韓国）

航空路線

・ソウル
（４往復／週）

海上航路（定期便）

・上海（３便／週）
・寧波（３便／週）
・大連（１便／週）

海上航路（定期便）

釜山，蔚山
（３便／週）

④北京，上海，大連，長春 等
（中国）

航空路線

・北京（上海経由）
（２往復／週）

・北京（大連経由）（※）
・長春（※）
※運休中（H24.10～）

⑤台北（台湾）

航空路線

・台北
（２往復／週）

⑥バンコク
（タイ）

航空路線

・バンコク
（３往復／週）

※運航予定
（～H26.4.18）

②グアム，
ホノルル（米国）

航空路線

・グアム（４往復／週）

・ホノルル(３往復／週)
※往路は新千歳経由

③ロサンゼルス
他（米国）

海上航路（定期便）

・ロサンゼルス，
・オークランド
（１便／週）

２

１

６
５

（平成 26 年 3 月 30 日現在）



５． 個別プロジェクト

●施策Ⅰ－１ 売れ続ける「しくみづくり」

◎取組Ⅰ－１ 本県企業の海外販路開拓・拡大

① 台湾輸出拡大プロジェクト 【２４ページ】

② 東南アジア販路開拓プロジェクト 【２６ページ】

③ 香港輸出促進プロジェクト 【２８ページ】

④ 水産物・水産加工品の輸出促進プロジェクト 【３０ページ】

⑤ 原発事故風評払拭プロジェクト 【３２ページ】

⑥ 中国販路開拓・輸出促進プロジェクト（大連・上海） 【３４ページ】

⑦ 韓国輸出促進プロジェクト 【３６ページ】

⑧ 米国輸出促進プロジェクト 【３８ページ】

⑨ ロシア販路開拓プロジェクト 【４０ページ】

⑩ グローバルビジネス支援プロジェクト 【４２ページ】

●施策Ⅰ－２ 出会いの「きっかけづくり」

◎取組Ⅰ-２ 外資系企業の本県進出・活動促進

① 海外企業とのビジネスマッチング促進プロジェクト 【４４ページ】

② 外資系企業の国内二次進出誘致プロジェクト 【４６ページ】

●施策Ⅱ－１ みやぎを継ぐ「ひとづくり」

◎取組Ⅱ-１ 国際協力活動の推進

① 海外研修員受入プロジェクト 【４８ページ】

② みやぎ国際協力隊プロジェクト 【５０ページ】

③ みやぎＢＯＰビジネス促進プロジェクト 【５２ページ】

●施策Ⅱ－２ 暮らしやすい「まちづくり」

◎取組Ⅱ-２ 多文化共生社会の形成の推進

① 多文化共生「意識の壁」解消プロジェクト 【５４ページ】

② 多文化共生「言葉の壁」解消プロジェクト 【５６ページ】

③ 多文化共生「生活の壁」解消プロジェクト 【５８ページ】

●施策Ⅱ－３ 交流を育む「架け橋づくり」

◎取組Ⅱ-３-１ 海外との交流基盤の強化 ～友好省州等との関係強化～

① 中国吉林省との経済交流プロジェクト 【６０ページ】

② 欧露ニジェゴロド州との経済交流プロジェクト 【６２ページ】

③ 米国デラウェア州との経済交流プロジェクト 【６４ページ】

④ 慶長遣欧使節出帆４００年記念事業・ミラノ万博プロジェクト 【６６ページ】
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◎取組Ⅱ-３-２ 海外との交流基盤の強化 ～観光振興・空港港湾利用促進～

① 海外誘客促進プロジェクト 【６８ページ】

② 仙台空港活性化プロジェクト 【７０ページ】

③ 港湾利用促進・機能強化プロジェクト 【７２ページ】

④ 国際物流拡大プロジェクト 【７４ページ】
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台湾輸出拡大プロジェクト
平成 26 年 3 月 14 日現在

１ 概 要
【背景】台湾は，アジアの中でも 1 人あたりの GDP が高く，近年は高品質な日本産品等が積極的

に受け入れられているほか，相互の観光客等の往来も非常に活発です。

【取組】本県は，平成 18 年度に中華民国工商協進会との間で ①農水産品・工業産品の輸出入増

大 ②科学技術交流 ③観光促進を掲げた「国際協力協定書」を締結し，翌 19 年度からは，

台北国際食品見本市等への出展を通じた県産品の販路開拓支援や他県と連携した観光プ

ロモーションを継続して実施し，「宮城」の知名度向上に取り組んできました。

平成 22 年９月には，知事が台湾を訪問し，中華民国工商協進会駱錦明理事長と「国際協

力協定書」の更新を行い，本プロジェクトに対する共通理解を醸成するとともに台湾高

級スーパーにおいて開催した「宮城フェア」等の事業を通じ，宮城ブランドの浸透を図

りました。

【課題】平成 23 年に発生した東日本大震災により，取組の一時中断を余儀なくされましたが，

一方で，台湾から多くの支援が寄せられるなど震災を契機として両地域の絆が深まると

同時に，被災地である本県への関心が高まっています。加えて，同年に日台民間投資取

決めが成立，翌 24 年には台日産業連携推進オフィス（TJPO）が設立されるなど，日本企

業の台湾進出に対する支援体制も強化され，台湾への輸出促進を進めるうえで絶好の機

会にあると言えます。

【方針】この機を捉え，中華民国工商協進会との間で，県産品の販路拡大とものづくり企業の海

外進出支援に重点をおいた新たな「国際協力協定書」を締結し，同会や TJPO のネットワ

ークを活用して，県産品の販売ルートの確立や企業間の取引創出に向けた商談会等の具

体的事業を効果的に実施していきます。併せて，関係機関との情報交換や連携により，

支援体制の強化を図ります。

また，教育旅行やインセンティブツアー等台湾からの観光客誘致による台湾国内での

スピーカー的役割を担う宮城ファンの育成や，人とモノの交流を支える定期航空路線の

維持・拡大に向けた働きかけを継続して実施し，輸出促進に向けた取組のバックアップ

に努めます。

２ 目 標
項    目 平成 24 年度（現在値） 平成 27 年度（目標値）

紹介商品数（年間延数） 148 商品 120 商品

県等の事業をきっかけとした

海外企業等との年間成約件数
0 件 5 件

３ 施策展開
（１）支援体制の構築・強化

訪問団の派遣・受入等を実施し，中華民国工商協進会との間で新たな「国際協力協定書」を締

結するほか，台湾関係機関との関係構築に努め，県内企業の販路開拓・海外進出支援体制を強

化します。

（２）県産品の販路開拓・拡大

継続的な県産品の輸出ルートを構築するとともに，台湾バイヤーと県内企業等とのマッチング

を進め，一層の販路拡大を図ります。

また，ビジネスマッチング in 台北（日台企業商談会）を開催し，企業間のマッチングにより取

引事例の創出を図るとともに，セミナー等を開催し，輸出促進に取り組む機運の醸成や販路拡

大に取り組む企業間の連携を進めます。

（３）輸出促進に向けた関連施策の推進

台湾旅行会社・マスコミの招へい，現地プロモーションへの出展等を通じて，台湾国内での

スピーカー的役割が期待できる外国人観光客の誘致に取り組みます。

４ スケジュール

平成 26 年度
・訪問団の派遣・受入
・「国際協力協定書」の更新
・バイヤー招聘，見本市出展
・輸出ルート構築
・商談会，企業マッチング，ＰＲ

の実施
・台湾からの観光誘客

平成 27 年度
・訪問団の派遣・受入
・バイヤー招聘，見本市出展
・輸出ルート構築
・商談会，企業マッチング，

ＰＲの実施。取引事例の創出
・台湾からの観光誘客

平成 28 年度
・訪問団の派遣・受入
・バイヤー招聘，見本市出展
・輸出ルートの確立
・商談会，企業マッチング，

ＰＲの実施。取引事例の拡大

・台湾からの観光誘客
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※紹介商品数（年間延数）の目標値は，第２期プラン目標値（40 商品）の
３倍に設定。当初値は，震災支援事業等により大幅増となっている。
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○インセンティブツアー

○東北各県と連携した

観光商品の造成

アウトバウンド

インバウンド

台湾への県産品の輸出量増大

県産品の知名度向上県産品取扱企業の増加 経済交流を支える航空路線の強化

県内企業

台湾企業
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・
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促
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５ 役割分担と連携
主  体 役         割

台

湾

中華民国工商協進会
販路開拓・拡大支援，観光促進，技術交流促進，経済ミッシ

ョン団派遣・受入，台湾情報交換，会員企業との調整等

台湾政府 施策展開への理解と支援

台湾企業／台湾バイヤー等 本県企業とのマッチング／県産品の輸入，台湾産品の輸出等

旅行会社／航空会社 観光促進にかかる連携／物流・観光促進にかかる連携

台日産業連携推進

オフィス（ＴＪＰＯ）
本県企業の海外進出支援／本県企業と台湾企業のマッチング

台湾関係機関（交流協会等） 施策展開への理解と支援，台湾経済に関する情報交換等

宮

城

県

県内経済団体／県内企業
台湾経済界等との関係構築／県産品の調達，輸出等，訪問団

参加／県産品生産等，台湾企業とのマッチング

旅行会社等 台湾イベントへの協力，支援／観光交流促進

JETRO 本県企業の海外進出支援／台湾企業とのマッチング・商談会

宮 城 県

(宮城県国際経済振興協会／

宮城県食品輸出促進協議会)

訪問団の派遣・受入／バイヤー招へい・宮城県産品ＰＲ／販

売ルート構築・確立／インバウンド・アウトバウンドの促進

／台湾企業との産学連携支援企業マッチング支援

６ 県の取組
（１） 中華民国工商協進会との協力協定書の更新  ［海外ビジネス支援室／国際経済・交流課]

（２）訪問団の派遣・受入を通じて，本県の施策の理解を促し，支援体制の構築を図ります。

[国際経済・交流課他]

（３） 台湾バイヤーと県内企業とのマッチングや宮城県産品の PR を通じ県産品の輸出ルートを

構築・発展させます。    [食産業振興課／海外ビジネス支援室／国際経済・交流課]

（４）TJPO 等台湾関係機関と連携し，本県企業等とのマッチング機会を提供します。

[海外ビジネス支援室／国際経済・交流課]

（５）輸出促進を下支えする航空定期路線等の維持・拡大に，意欲的に取り組んでいきます。

[空港臨空地域課／国際経済・交流課]

（６）台湾旅行会社等の招へい，現地プロモーションへの出展及び航空会社へのエアポート・

セールスを通じてインバウンドの活発化と県の知名度向上を図ります。

[観光課／空港臨空地域課]

７ 概要図

支援 支援 支援

宮

城

県
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東南アジア販路開拓プロジェクト

平成 26 年 3月 14 日

１ 概 要

【背景】東南アジア諸国（ＡＳＥＡＮ加盟１０か国）は，域内経済の統合とともに，日本をはじめ周辺

パートナー国との経済連携協定（ＥＰＡ）／自由貿易協定（ＦＴＡ）の締結を進め，一部（シン

ガポール，ブルネイ，ベトナム，マレーシア）は環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の交渉

に参加するなど貿易自由化が進展しています。これにより，製造業の新しい集積を生み出してお

り，日本からの投資も近年急速に延びています。

また，約 6 億の人口を擁し中間層・富裕層も拡大していることから，製品やサービスの消費市

場としての存在感も急速に高めており，訪日観光客も大幅に増加しています。

【取組】県内でも，昨今の中国における労働コストの上昇等を受け，東南アジアへの関心が高まってお

り，平成 25年には，ベトナム，インドネシアに県内製造業企業が進出しています。

東南アジア各国政府主催のセミナー開催や，県内金融機関による東南アジア各国の金融機関と

の提携の動き，さらに平成 25 年度冬期の仙台－バンコク線就航など，ビジネス交流の機運も高

まりつつあります。

【課題】東南アジア諸国では，成長に伴う人件費の高騰や，民族・宗教・文化の違い，電力や道路，工

業団地等インフラ整備が不十分であるなどリスクも存在するため，新たな販路拡大や進出には正

確な情報の把握と，バイヤーやパートナーとなる現地企業等とのマッチングが重要です。

【方針】現地の情報収集に努め，様々な機会を捉え各国政府や地方政府，関係機関等との連携を深め，

現地とのネットワークを構築します。また，東南アジアでの販路開拓や進出に取り組む県内企業

を個別に支援するほか，県内企業と現地企業とのマッチング機会の創出を検討します。

２ 目 標

項  目 平成 24 年度（現在値） 平成 27 年度末(目標値)

県等の事業をきっかけ

とした海外企業等との年

間成約件数

0 件 4 件

３ 施策展開

（１）東南アジア市場への効果的な販路開拓及び拡大に取り組みます。

① 県内企業による販路開拓や現地進出を個別に支援するとともに，現地での商談会等企業マッ

チングの実施に向けて取り組みます。

② 消費市場として有望な農林水産物，食品，サービス業等の販路開拓，現地進出を支援します。

（２）県内企業のビジネス支援のため，現地でのネットワーク・交流基盤を構築します。

（３）県内企業の東南アジアでのビジネス展開促進のため，航空路線の拡充に向けて取り組みます。

４ スケジュール

平成 26 年度

・セミナー，相談等の機会に情報

提供（支援対象企業の発掘）

・東南アジア政府，関係機関等と

のネットワーク構築，ミッショ

ン派遣

・個別企業への販路開拓支援

平成 27 年度

・セミナー，相談等の機会に情報

提供（支援対象企業の発掘）

・東南アジア政府，関係機関等と

のネットワーク構築

・個別企業への販路開拓支援

・現地での企業マッチング実施

平成 28 年度

・セミナー，相談等の機会に情

報提供（支援対象企業の発掘）

・個別企業の販路開拓支援継続

・H27 事業のフォローアップ

・現地での企業マッチング実施
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５ 役割分担と連携

主 体 役             割

県内企業
・東南アジアでのビジネスの課題抽出，課題解決の計画策定

・現地での販路開拓の実施，企業マッチング参加

ジェトロ等
・東南アジア市場に関する情報提供，販路開拓への支援，自主事業実施

・県事業への協力，東南アジア政府等とのネットワーク，商談相手先等の紹介

東南アジア企業等 ・企業マッチング参加

宮城県
・東南アジア政府，関係機関等との関係構築

・販路開拓支援事業の実施

６ 県の取組

（１）国，ジェトロ等からの情報収集を行います。            ［海外ビジネス支援室］

（２）セミナー等により県内企業への情報提供を行います。        ［海外ビジネス支援室］

（３）東南アジア各国政府，自治体，関係機関等とのネットワークを構築します。

［国際経済・交流課／海外ビジネス支援室］

（４）県内企業の東南アジアでの販路開拓を支援します。   ［海外ビジネス支援室／食産業振興課］

（５）企業マッチング機会創出のため現地にミッションを派遣します。   ［海外ビジネス支援室］

（６）販路開拓を下支えする航空路線の拡充に向けエアポートセールスを行います。[空港臨空地域課]

７ 概要図
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イスラム教を主な宗教とする国

一定の投資環境や市場を見込める国
投資環境等に課題のある国




